
環境省直轄施行委任工事低入札価格調査制度に係る取扱要領 

 

第１ 目的 

  この要領は、支出負担行為担当官 奈良県環境森林部長が発注する環境省直轄施行委任

工事に係る入札について、低入札価格調査制度を実施するために必要な事項を定め、もって

ダンピングの防止及び公共工事の適正な施行の確保を図ることを目的とする。 

 

第２ 定義 

     この要領において、「低入札価格調査」とは、地方自治法施行令（昭和２２年政 

   令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の１０第１項及び第１６７条の 

   １０の２第２項（第１６７条の１３において準用する場合を含む。）の規定に基づ 

   き落札者を決定するための調査をいう。 

  ２ この要領において、「調査基準価格」とは、低入札価格調査を行う基準となる価 

   格をいい、「調査基準比較価格」とは調査基準価格の 110分の 100に相当する金額を   

いう。 

   ３ この要領において、「低価格入札者」とは、調査基準価格を下回る入札を行った 

   者をいう。 

 

第３ 低入札価格調査制度対象工事 

    低入札価格調査制度の対象工事は次のとおりとする。 

  （１）予定価格（税込み）が５千万円以上の建設工事 

  （２）予定価格（税込み）が３千万円以上５千万円未満の土木一式工事及び建築一式 

工事 

  （３）その他発注者が必要と認めた工事 

 

第４ 調査基準価格の設定及び算定 

   １ 低入札価格調査制度対象工事には、調査基準価格を設定するものとする。 

   ２ 調査基準価格は、予定価格の算出の基礎となる仕様書、設計書等により、工事担 

   当課長が算定するものとする。 

３ 調査基準価格は、予定価格算出の基礎となった次に掲げるア～エの額の合算額（以      

下「調査基準比較価格」という。）に、100分の 110を乗じて得た額とする。ただし、      

その額が、予定価格の 10分の 9.2を超える場合にあっては、予定価格に 10分の 9.2

を乗じて得た額とし、予定価格の 10分の 7.5に満たない場合にあっては、予定価格

に 10分の 7.5を乗じて得た額とする。なお、調査基準比較価格は百円以下を切り捨

てた額とする。 

      （１）直接工事費の額に 10分の 9.7を乗じて得た額 



      （２）共通仮設費の額に 10分の 9を乗じて得た額 

      （３）現場管理費の額に 10分の 9を乗じて得た額 

      （４）一般管理費の額に 10分の 5.5を乗じて得た額 

   ４ 事業担当課長は、必要があると認めるときは、前項の規定にかかわらず予定価格   

に 10分の 9.2を乗じて得た額と予定価格に 10分の 7.5を乗じて得た額の範囲内で、

調査基準価格を算定することができる。 

 

第５ 入札参加者への通知 

    入札執行者は、次の事項について公告するとともに、入札説明書及び入札通知書にお 

 いても記載することとする。 

  （１）低入札価格調査制度を採用すること。 

  （２）調査基準価格を設定し、調査基準比較価格を下回る入札が行われた場合は、落札   

者の決定を保留し、低入札価格調査を行い、入札者全員に対し後日結果の通知を行   

うこと。 

  （３）調査基準比較価格を下回る入札を行った者は、最低価格入札者であっても落札者   

とならない場合があること。 

  （４）調査基準比較価格を下回る入札を行った者は、入札執行者が定める期限までに、   

第７に定める書類を提出しなければならず、期限までに提出がなかった場合は失格   

となること。期限は、開催日の翌日（その日が奈良県の休日を定める条例（平成元   

年３月奈良県条例第 32号）第１条に規定する県の休日（以下「休日」という。）に   

当たるときは、その翌日以降の直近の休日でない日）の午前９時から正午までとす   

る。        

  （５）調査基準比較価格を下回る入札を行った者は、聞き取り調査及び資料の提出に協 

   力しなければならず、この聞き取り調査及び資料の提出に応じない場合は失格とな 

   ること。 

  （６）調査基準比較価格を下回る入札を行った者との契約に係る前払金の額は、請負代   

金額の１０分の２以内となること。 

  （７）調査基準比較価格を下回る入札を行った者との契約に係る契約保証金の額及び契   

約解除の場合の違約金を支払うべき額は、請負代金額の１０分の３以上となり、  

   契約保証金を支払われない場合又は契約保証を受けられない場合は、契約は締結で 

   きないものであること。 

  （８）調査基準比較価格を下回る入札を行った者と契約する場合においては、主任（監   

理）技術者とは別に同等の要件を満たす技術者の配置を求めること。 

  （９）調査基準比較価格を下回る入札を行った者で契約者となった者は、下請金額に関   

わらず、下請契約に係る契約書等の写し、施工体制台帳及び施工体系図を提出しな   

ければならないこと。また、工事施工中及び工事完了後、施工体制台帳の内容等に   



ついて調査やヒアリングを実施する場合があること。 

  （10）低入札価格調査時の積算内訳と工事完了後の実績を対比するため、調書を提出し   

なければならないこと。 

  （11）下請代金の不払い及び支払期間が不適切でないか等を調査するため、調査やヒア   

リングを実施する場合があること。 

 

第６ 入札の執行 

入札の結果、調査基準比較価格を下回る入札が行われた場合は、入札執行者は、入

札者又は立会人に対して「保留」と宣言し、低価格入札者のうち最低の価格で入札し

た者に対して、低入札価格調査を実施する旨を告げ、期限を示して、第７に定める書

類の提出を指示するものとする。なお、低価格入札者のうち最低の価格で入札した者

が２者以上ある場合は、くじ引きにより聞き取り調査を行う順位（落札候補者として

の順位を兼ねる）を決定するものとする。 

２ 入札執行者は、調査対象者以外の者に対し、低入札価格調査により、後日落札者   

を決定する旨を告げ、入札を終了するものとする。 

３ 入札執行者は、調査基準比較価格を下回る入札が行われた場合は、入札終了後直   

ちに第８に定める契約審査会にその旨を報告し、開札録の写し及び全ての入札者か   

ら入札時に提出された工事費内訳書を提出するものとする。 

 

第７  提出書類 

   提出書類は、次に掲げるものとし、奈良県くらし創造部環境省直轄施行委任工事低入 

札価格調査マニュアルにより作成するものとする。 

 （１）低入札価格調査報告書（様式１）  

  （２）当該価格で入札した理由（様式２） 

  （３）入札金額の積算内訳等（様式３～７） 

  （４）手持ち工事の状況等（様式８～９） 

  （５）契約対象工事箇所と調査対象者の事務所、倉庫等との関連（様式１０） 

  （６）手持ち資材の状況（様式１１） 

 （７）資材購入先及び購入先と調査対象者の関係（様式１２） 

  （８）手持ち機械の状況（様式１３） 

  （９）労務者の具体的供給見通し（様式１４～１５） 

  （10）過去に施工した公共工事名及び発注者（様式１６） 

  （11）建設副産物等の搬出地（様式１７） 

 （12）資金繰表（様式１８） 

 （13）契約済み及び支払未完了工事一覧表（様式１９） 

 



第８ 低入札価格調査の実施 

     低入札価格調査は、契約審査会（以下「審査会」という。）が行う。 

   ２ 審査会は、環境森林部長を会長とし、環境森林部次長で構成する。 

  ３ 審査会の庶務は、景観・自然環境課において行う。 

  ４ 入札執行者は、調査対象者から提出のあった第７に定める書類を速やかに審査会   

に提出するものとする。 

  ５ 審査会は、入札執行者から提出のあった書類に基づき速やかに低入札価格調査を   

実施するとともに、次の内容についても併せて調査するものとする。 

   （１）調査対象者が受注した本県発注工事の成績状況 

   （２）調査対象者の経営内容及び経営状況 

   （３）調査対象者の信用状態 

   （４）その他必要な事項 

 

第９ 低入札価格調査後の落札者の決定 

    審査会は、調査対象者の入札価格により契約の内容に適合した履行がされると認   

められる場合は、入札執行者にその旨を通知するものとする。 

  ２ 入札執行者は、アの通知を受けたときは直ちに調査対象者に対して落札した旨を   

通知するとともに、他の入札参加者全員に対してもその旨を知らせるものとする。 

  ３ 審査会は、調査対象者の入札価格によっては契約の内容に適合した履行がなされ   

ないおそれがあると認められる場合は、入札執行者にその旨を通知するものとする。 

  ４ 入札執行者は、前項の通知を受けたときは、調査対象者を落札者とせず、予定価   

格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札し   

た者（以下、「次順位者」という。）を落札者と決定する。ただし、次順位者が調査

基準価格を下回る入札を行った場合は、第７以降と同様の手続を行った上で、落   

札者を決定するものとし、この場合には、複数の低価格入札者について並行して聞   

き取り調査を行うことができるものとする。。 

  ５ 入札執行者は、次順位者を落札者とした場合には、次の通知を行うものとする。 

      （１）当該落札者には、落札決定等の通知 

      （２）調査対象者で落札者にならなかった者には、落札者とならなかった理由及び          

その他必要な事項の通知 

      （３）その他の入札者には、落札決定を行った旨の通知 

 

第 10 審査会による契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると判定する基準 

    審査会は、次の各号に該当すると認められる場合には、契約の内容に適合した履   

行がなされないおそれがあると認められる場合に該当するものとして、調査対象者   

（第９第４項ただし書きにより、次順位者が低入札価格調査の対象となった場合の   



次順位者を含む。）を失格とする。 

    （１）低入札価格調査に協力しない場合 

     （２）設計仕様等に適合しない場合 

     （３）積算内訳書の算出根拠が適正でない場合 

     （４）建設副産物の処理が適正でない場合 

     （５）法令違反や契約上の基本事項違反等があると認められる場合 

     （６）前各号に掲げる場合のほか、適正な工事の履行がなされないおそれがあると     

認められる場合 

   ２ 前項の基準のほか、審査会は、契約の内容に適合した履行がなされないおそれが   

あると認められる基準を定めることができる。 

 

第 11 低入札価格調査の結果の概要等の公表 

     入札執行者は、低入札価格調査の結果の概要について、調査終了後、速やかに公表す 

   るものとする。 

 

第 12 低入札価格調査時の積算と工事完了後の実績対比調査等 

    調査対象者で請負業者なった者（以下、「請負業者」という。）は、工事完了後速や

かに、低入札価格調査時の積算と工事完了後の実積とを対比する調書（奈良県環境森林

部環境省直轄施行委任工事低入札価格調査マニュアル様式３を準用）を監督員に提出

しなければならない。 

   ２ 監督員は、必要があると認められる場合は、工事完了後速やかに、下請代金の支   

払いや支払期間が不適切でないか等に関し、請負業者及び下請業者の双方から事情   

聴取を行うことができる。 

   ３ 監督員は、前２項の規定による調査等により必要と認められる場合は、請負業者   

に対して、適切な指導を行うものとする。 

        この場合において、指導に従わないときには、次の措置を行うとともに、審査会   

あて報告し、必要がある場合は内容を公表するものとする。 

       （１）口頭による注意 

       （２）文書による注意 

 

        附 則（施行期日） 

    この要領は、平成２３年６月１日から施行する。 

    附 則（施行期日） 

  この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

        附 則（施行期日） 

  この要領は、平成２８年６月１日から施行する。 



        附 則（施行期日） 

  この要領は、令和 ２年４月１日から施行する。 

附 則（施行期日） 

  この要領は、令和 ６年４月１日から施行する。 



様式１

支出負担行為担当官
　　奈良県環境森林部長　　　　殿

（所在地）

（商号又は名称）

（代表者氏名） 印

１，工事名

２，工事番号

３，工事場所

４，開札日

※

※ 提出書類に不備がある場合は、失格となります。提出書類の漏れの有無、記載内容等を十
分確認のうえ、提出して下さい。

　　年　　月　　日

低入札価格調査報告書

記

調査対象者が共同企業体の場合、「所在地」「商号又は名称」「代表者氏名」欄は、共同
企業体の代表者について記載し、「所在地」欄の上部に共同企業体名を明記して下さい。

　下記工事について、低入札価格調査に関する書類を提出します。
　提出書類の内容については事実と相違ありません。



様式２

 ☆　当該価格で入札した理由を、労務費、手持ち工事の状況、当該工事現場と事務所・
　　倉庫との関係、手持ち資材の状況、手持ち機械の状況、下請け会社等の協力等の面
　　から記載する。
　　　なお、当該価格で入札した結果、安全で良質な施工を行うことは当然である。

【記載要領】

当該価格で入札した理由

１，当該価格で入札した理由を、労務費、手持ち工事の状況、契約対象工事現場と当該入
札者の事務所・倉庫等との関係、手持ち資材の状況、手持ち機械の状況、下請予定業者の
協力等の面から具体的に記載する。

２，当該価格で入札した理由は、「直接工事費」、「共通仮設費」、「現場管理費」及び
「一般管理費等」の各費目別に、自社が入札した価格で契約の内容に適合した履行が可能
な理由を具体的に記載するとともに、入札した金額に対する縮減金額を各費目別に記載す
る。また、各理由ごとに、その根拠となるべき以下の様式の番号を付記する（様式3-1以
降の様式により自社が入札した価格で、契約の内容に適合した履行が可能な理由が計数的
に証明されない場合は、本様式又は任意の添付書類において計数的説明を行うものとす
る。）。



様式３－１（営繕以外）

工事名

単位 数量 金額（円） 摘要

直接工事費

共通仮設費

共通仮設費

純工事費

現場管理費

工事原価

一般管理費等

工事価格

【記載要領】
１，仕様書に対応する内訳書とする。
２，入札時に提出した工事内訳書及び以下の様式の記載内容と整合のとれた内訳書とする。

工事区分・工種・種別

積算内訳書



様式３－２（営繕以外）

規格 単位 数量 単価（円）金額（円） 備考

【記載要領】
１．
２．積算内訳は、レベル３とする。

更なる明細が必要な場合は、本様式を使用することによるものとする。
３．

４．

５．

【添付書類】
１．

２．下請予定業者や納入予定業者等との取引実績（今回の工事・取引資材の単価等との比較ができ
るもので、過去１年以内の取引実績に限る。）のある単価など見積書記載の金額の合理性かつ
現実性を確認できる契約書等の写し。（プラント機械・電気設備にあっては、販売実績（今回
の見積と単価の比較ができるもので、過去１年以内の販売実績に限る。）のある単価など見積
書記載の金額の合理性かつ現実性を確認できる書面）。ただし、様式４－１以降の様式及び添
付書類によって取引実績等の裏付けができる場合は、本様式の添付書類として添付することを
要しない。

内訳書に対する明細書

計上する金額は、計数的根拠のある合理的なもので、かつ、現実的なものでなければならない
ものとし、具体的には、過去１年間の取引実績に基づく下請予定業者（入札者が直接工事を請
け負わせることを予定する下請負人をいう。以下同じ。）等の見積書、自社の資機材や社員の
活用を予定する場合は、原価計算に基づく原価等を適切に反映させた合理的かつ現実的なもの

　工事内容によって、本様式の項目により難い場合は、適宜変更して差し支えない。

下請予定業者や納入予定業者等が押印した見積書の写し。ただし、様式４－１以降の様式及び
添付書類によって積算根拠の裏付けができる場合は、本様式の添付書類として添付することを

自社労務者に関する費用は直接工事費に、また、自社の現場管理職員（配置予定技術者等）に
関する費用は現場管理費にそれぞれ計上するものとし、一般管理費等には計上しないものとす

本様式は、様式３－１の直接工事費に対する明細を記載する。

工事区分・工種・種別・細目



様式４-1 共通仮設費内訳書（営繕以外）

項目 金額 算定根拠 経費の縮減が可能となる理由（計数的根拠）
１） 準備及び後片付けに要する費用
２） 調査、測量、丁張等に要する費用
３） 準備作業に伴う、伐開、除根、除草による現場内集積・積み込み

及び整地、段切り、すりつけ等に要する費用
１） 現場事務所の設置、補修、維持、撤去に要する費用
２） 労働者宿舎の設置、補修、維持、撤去に要する費用
３） 倉庫、材料保管場の設置、補修、維持、撤去に要する費用
４） 上記１）２）３）に係る土地、建物の借上げに要する費用
５） 労働者の輸送に要する費用
１） 品質管理のための試験等に要する費用
２） 出来形管理のための測量、図面作成、写真管理に要する費用
３） 工程管理のための資料の作成等に要する費用
４） 完成図の作成に要する費用
５） 建設材料の品質記録保存に要する費用
６） コンクリート中の塩化物総量規制に伴う試験に要する費用
７） 施工管理で使用するＯＡ機器の費用
８） 橋梁竣工図書における縮小製本、ﾏｲﾗｰ原図、ﾏｲｸﾛﾌｨﾙﾑ、ＭＯ

ﾃﾞｨｽｸ等の作成に要する費用
１） 工事地域内全般の安全管理上の監視、あるいは連絡等に要する

費用
２） 不稼働日の保安要員等の費用
３） 標示板、標識、保安燈、防護柵、ﾊﾞﾘｹｰﾄﾞ、照明等の安全施設類

の設置、撤去、補修に要する費用及び使用期間中の損料
４） 安全用品等の費用
５） 安全委員会等に要する費用
１） 建設機械及び器材等（型枠材、支保材、足場材等）の搬入、搬出

並びに現場内小運搬
２） 建設機械の自走による運搬（ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ油圧式４．８～４．９ｔ、　１５

～１６ｔ）

率計上分
指定仮設分

指定仮設計上分

【記載要領】
１，様式３－１の共通仮設費の内訳明細を記載する。
２，各項目ごとに金額、算定根拠、経費の縮減が可能となる理由（計数的根拠）を記載し、これらを明らかにする根拠資料を添付する。
３，指定仮設がある場合は、その内容及び内訳を記載する。

運搬費

準備費

営繕費

技術管理費

安全費



様式 4-2 現場管理費内訳書（営繕以外）

金額 算定根拠 経費の節減が可能となる理由（計数的根拠）

労務管理費
１） 募集及び解散に要する費用
２） 慰安、娯楽及び厚生に要する費用
３） 直接工事費及び共通仮設費に含まれない作業用具及び作業用

被服の費用
４） 賃金以外の食事、通勤等に要する費用
５） 労災保険法等による給付以外に災害時には事業主が負担する

費用

安全訓練等に
要する費用

現場労働者の安全、衛生に要する費用及び研修訓練等に要す
る費用

租税公課 固定資産税、自動車税、軽自動車税等の租税公課

保険料
自動車保険、工事保険、組立保険、火災保険、その他の損害保
険の保険料

従業員
給料手当

現場従業員（純工事費に含まれる世話役、運転者等を除く。）の
給料、諸手当及び賞与

　　　　　　円/月×　　月

退職金 現場従業員に係る退職金

法定福利費

現場従業員及び現場労働者に関する労災保険料、雇用保険
料、健康保険料及び厚生年金保険料の事業主負担額並びに建
退共制度に基づく事業主負担額

福利厚生費
現場従業員に係る慰安娯楽、貸与被服、医療、慶弔見舞等福利
厚生文化活動に要する費用

事務用品費 事務用消耗品、新聞、参考図書等の購入費

通信交通費 通信費、交通費及び旅費

交際費 現場への来客等の対応に要する費用

補償費
工事施工に伴って通常発生する物件等の補修費及び騒音、振
動、濁水、交通騒音等による事業損失に係る補償費

外注経費 専門工事業者等に外注する場合に必要となる経費

工事登録費用 工事実績等の登録に係る費用

雑費

計

【記載要領】
１，様式３－１の現場管理費の内訳明細を記載する。
２，各項目ごとに金額、算定根拠、経費の縮減が可能となる理由（計数的根拠）を記載し、これらを明らかにする根拠資料を添付する。

項目

現場労働者に係る次の費用



様式4-3 一般管理費等内訳書（営繕以外）  

金額 算定根拠 経費の節減が可能となる理由（計数的根拠）

役員報酬 取締役及び監査役に対する報酬

従業員
給料手当 本店及び支店の従業員に対する給料、諸手当及び賞与

退職金 役員及び従業員に対する退職金

法定福利費
本店及び支店の従業員に関する労災保険料、雇用保険料、健康
保険料

福利費厚生費
本店及び支店の従業員に係る慰安娯楽、貸与被服、医療、慶弔
見舞金等福利厚生、文化活動等に要する費用

修繕維持費 建物、機械、装置等の修繕維持費、倉庫物品の管理費等

事務用品費 事務用消耗品、備品、新聞、参考図書等の購入費

通信交通費 通信費、交通費及び旅費

動力、用水
光熱費 電力、水道、ｶﾞｽ等の費用

調査研究費 技術研究開発等の費用

広告宣伝費 広告、宣伝に要する費用

交際費 本店及び支店などへの来客等の対応に要する費用

地代家賃 事務所、寮、社宅等の借地借家料

減価償却費 建物、車輌、機械装置、事務用備品等の減価償却費

租税公課 不動産取得税、固定資産税等の租税及びその他の公課

保険料 火災保険その他の損害保険料

契約保証費 契約の保証に必要な費用

雑費
電算等経費、社内打合せ等の費用、協会活動等諸団体会費等の
費用

計
【記載要領】
１，様式３－１の一般管理費等の内訳明細を記載する。
２，各項目ごとに金額、算定根拠、経費の縮減が可能となる理由（計数的根拠）を記載し、これらを明らかにする根拠資料を添付する。

項目



（標準例）

様式5－１

【会社名】

【事業所名】

大臣

知事

大臣

知事

〒

自

至

施工体制台帳様式 年　　　月　　　日

施工体制台帳

建設業の
許可

許可業種 許可番号 許可（更新）年月日

一般

工 事 名
称

及 び
工 事 内

容

発 注 者
名

及 び
住 所

工 期

年　　　　月　　　　日

契 約 日

工事業
特定

第　　　　号

年　　　　月　　　　日

年　　　　月　　　　日

年　　　月　　　日
一般

工事業
特定

第　　　　号 年　　　月　　　日

現 場
代 理 人 名

権 限 及 び 意 見
申 出 方 法

発 注 者 の 監 督
員 名

発 注 者 の 監 督
員 名

契 約
営 業 所

区　　　分 名　　　　　称 住　　　　　所

元請契約

下請契約

監 督 員 名
権 限 及 び 意 見
申 出 方 法

専 門
技 術 者 名

専 門
技 術 者 名

資 格 内 容 資 格 内 容

主 任 （ 監 理 ）
技 術 者 名

専　 任
資 格 内 容

非専任

担 当 工 事
内 容

担 当 工 事
内 容



【下請負人に関する事項】

〒

自

至

大臣

知事

大臣

知事

【記載要領】
１，下請予定金額に関わらず、必要事項を記載のうえ必ず提出すること。
２，予定している施工体制について記載する。現時点で確定していない項目については予定を記載する。
【添付書類】
１，元請の建設業の許可証の写し
２，下請予定業者の建設業の許可証の写し
３，下請予定業者の主任技術者の資格内容を証する書面

住 所
電 話 番

号

発注者
名及び
住所

工 期

年　　　　月　　　　日

契 約 日 年　　　　月　　　　日

年　　　　月　　　　日

会社名 代表者名

工事業
特定

第　　　　号 年　　　月　　　日
一般

建設業の
許可

許可業種 許可番号 許可（更新）年月日

工事業
特定

第　　　　号 年　　　月　　　日
一般

現 場 代 理 人 名 安 全 衛 生 責 任 者

権 限 及 び 意 見
申 出 方 法

安 全 衛 生 推 進 者

雇用管理責任者名

担 当 工 事 内 容

主 任
技 術 者 名

専　 任

非専任 専 門 技 術 者 名

資 格 内 容 資 格 内 容



様式5－２

担当工事内容

総 括 安 全

衛生管理者

総 括 安 全

衛 生 管 理 者

担当工事内容

書　　記

担当工事内容

担当工事内容

主任（監理）技術者
名

補助監理技術者名 主 任 技 術 者

主任技術者名（JV構成員） 専 門 技 術 者 名

主任技術者名（JV構成員）

施工体系図（掲示例）

工事作業箇所災害防止協議会兼施工体系図

発 注 者 名

工 事 名 称

元 請 名

監 督 員 名

工
　
　
事

会 社 名

現 場 代 理 人 名 安 全 衛 生
責 任 者

副　会　長

工
　
　
事

会 社 名

安 全 衛 生
責 任 者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者 名

専 門 技 術 者 名 工期 年 月 日～ 年 月 日

担 当 工 事 内 容

専 門 技 術 者 名

工
　
　
事

会 社 名

担 当 工 事 内 容 安 全 衛 生
責 任 者

会　　長

工期 年 月 日～ 年 月 日

工
　
　
事

会 社 名

安 全 衛 生
責 任 者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者 名

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者 名

工期 年 月 日～ 年 月 日

工期 年 月 日～ 年 月 日



担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

【記載要領】
１，下請け予定金額に関わらず、必要事項を記載のうえ必ず提出すること。
２，現時点で予定している施工体制について、漏れのないように記載する。

工
　
　
事

会 社 名

工
　
　
事

会 社 名

工
　
　
事

会 社 名

安 全 衛 生
責 任 者

安 全 衛 生
責 任 者

工期 年 月 日～ 年 月 日 工期 年 月 日～ 年 月 日 工期 年 月 日～ 年 月 日

安 全 衛 生
責 任 者

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

専 門 技 術 者 名 専 門 技 術 者 名 専 門 技 術 者 名

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

専 門 技 術 者 名 専 門 技 術 者 名 専 門 技 術 者 名

工期 年 月 日～ 年 月 日 工期 年 月 日～ 年 月 日 工期

工
　
　
事

会 社 名

工
　
　
事

会 社 名

工
　
　
事

会 社 名

安 全 衛 生
責 任 者

安 全 衛 生
責 任 者

安 全 衛 生
責 任 者

主 任 技 術 者

年 月 日～ 年 月 日

工期 年 月 日～ 年 月 日 工期 年 月 日～ 年 月 日 工期 年 月 日～ 年 月 日

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

専 門 技 術 者 名 専 門 技 術 者 名 専 門 技 術 者 名

工
　
　
事

会 社 名

工
　
　
事

会 社 名

工
　
　
事

会 社 名

安 全 衛 生
責 任 者

安 全 衛 生
責 任 者

安 全 衛 生
責 任 者

年 月 日～ 年 月 日

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

専 門 技 術 者 名 専 門 技 術 者 名 専 門 技 術 者 名

工期 年 月 日～ 年 月 日 工期 年 月 日～ 年 月 日 工期

工
　
　
事

会 社 名

工
　
　
事

会 社 名

工
　
　
事

会 社 名

安 全 衛 生
責 任 者

安 全 衛 生
責 任 者

安 全 衛 生
責 任 者

主 任 技 術 者



様式６

経費内訳 経費内訳 経費内訳

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

経費内訳 経費内訳 経費内訳

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

自社労務

円 円 円

自社手持ち

円 円 円

円 円 円

下請予定業者等一覧表

発注者名
工　期

　自　　　年　　　月
請負金額（税抜き）

工事名称 　至　　　年　　　月

資材 資材

機械 機械 機械

労務 労務 労務

下
請
工
事

担当工事内容

下
請
工
事

担当工事内容

下
請
工
事

担当工事内容

会社名 会社名 会社名

資材

工期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日

その他 その他 その他

合計額 合計額 合計額

資材 資材

機械 機械 機械

労務 労務 労務

下
請
工
事

担当工事内容

下
請
工
事

担当工事内容

下
請
工
事

担当工事内容

会社名 会社名 会社名

資材

工期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日

その他 その他 その他

合計額 合計額 合計額

合計額 合計額

納期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日

資
材

納入内容
機
械

リース機械
労
務

納入内容

会社名 会社名 会社名

合計額

合計額

合計額 合計額

納期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日

資
材

納入内容
運
搬

依頼内容
資
材

納入内容

会社名 会社名 会社名

合計額

合計額 合計額

納期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日

資
材

納入内容 試
験
・
測
量

依頼内容 交
通
誘
導
員

依頼内容

会社名 会社名 会社名



【記載要領】
１．

２．

３．

【添付書類】
１．

２．

３．

４． 　下請予定業者等に対して見積依頼を行った際に、相手側に交付した見積依頼に関する書面（見積
依頼日、工事名その他見積依頼に必要な事項が記載された見積依頼書等）

　下請予定業者、直接納入を受けようとする資材業者や機械リース会社、運搬業者等、あらゆる内容に
ついて会社単位で記載するとともに、契約対象工事において使用を予定する自社保有の資機材や労
務者についても記載する。
　下請予定業者が担当工事において使用する予定の機械経費、労務費、資材費、その他費用の区分
別の金額内訳を記載する。それぞれの合計額は、税抜きの金額を記入する。
　本様式に記載のない内容について、下請業者等を予定している場合は適宜様式を変更して差し支
えない。

　本様式に記載した全ての下請予定業者について、その押印した見積書（建設業法（昭和24年法律第
100号）第20条に基づき、機械経費、労務費、資材費、その他の費用の区分別の経費内訳を明らかに
したもの）の写し。
　上記１の見積書に関する機械経費、労務費、資材費、その他費用の区分別の経費内訳ごとの金額
が、過去１年以内に下請業者として施工した実績のある同様の工事における金額に基づいた合理的
かつ現実的なものであることを明らかにする見積書や契約書等の書面（当分の間、労務費について添
付する書面は、前記の実績ある見積書や契約書等の書面に代えて、その下請予定業者が労務者に支
払った給与の実績が確認できる過去３月分の給与明細書又は労働基準法第108条の規定に基づく賃
金台帳の写しでも差し支えない。）。
　ただし、上記１、２については他の様式及び添付書類によって積算根拠、取引実績等の裏付けがで
きる場合は、本様式の添付書類として添付することを要しない。



様式７

【記載要領】
１，契約対象工事の安全対策の取り組みについて具体的に記載する。

①工事全般に関わる安全対策
②契約対象工事の各工種ごとの安全対策
③契約対象工事の地理的条件、周辺状況、交通状況等を踏まえた安全対策
④上記①、②、③の他、契約対象工事で安全対策上特に留意すべき事項

安全対策の取り組み

３，過去５年間の事故履歴の有無について記載する（事故履歴がある場合、当該事故発生後に企
業全体として実施した安全対策に関する取り組み結果について記載する。）。

２，安全対策の取り組みとして、以下の内容について具体的に記載する。



様式８-１

工　事　名 発注者 工　期 金　額（円） 備　考

○○工事 ○○県 ○年○月○日 ○○円 （元請、下請の別）

（□□市○○大字△△地先） ～○年○月○日 元請

【経費削減可能額及びその計数的根拠】

○○○

【経費削減可能額及びその計数的根拠】

【経費削減可能額及びその計数的根拠】

【経費削減可能額及びその計数的根拠】

【経費削減可能額及びその計数的根拠】

【記載要領】
１．
２．

【添付資料】
１．

２．　当該手持ち工事に関する契約書等の写し

手持ち工事の状況（対象工事現場付近）

　本様式には、契約対象工事現場付近（半径１０ｋｍ以内程度）での手持ち工事について記載する。
　「経費削減可能額及びその計数的根拠」の欄においては、当該手持ち工事が契約対象工事のどの経
費をいくら縮減できるかを根拠を含めて計数的に明らかにする。契約対象工事の工事費の縮減に寄与し
ない場合は、「縮減対象外」と記載する。

　契約対象工事現場と手持ち工事場所の位置関係が確認できる地図。図面の縮尺は自由とするが、契
約対象工事現場までの距離が分かるようにする。



様式８-２

工　事　名 発注者 工　期 金　額（円） 備　考

○○工事 ○○県 ○年○月○日 ○○円 （元請、下請の別）

（□□市○○大字△△地先） ～○年○月○日 元　請

【経費削減可能額及びその計数的根拠】

【経費削減可能額及びその計数的根拠】

【経費削減可能額及びその計数的根拠】

【経費削減可能額及びその計数的根拠】

【経費削減可能額及びその計数的根拠】

【記載要領】
１．
２．

【添付資料】

手持ち工事の状況（対象工事関連）

　本様式には、契約対象工事と同種又は類似の手持ち工事について記載する。
　「経費削減可能額及びその計数的根拠」の欄においては、当該手持ち工事が契約対象工事のどの経
費をいくら縮減できるかを根拠を含めて計数的に明らかにする。契約対象工事の工事費の縮減に寄与し
ない場合は、「縮減対象外」と記載する。

　当該手持ち工事に関する契約書等の写し



様式９

免許番号

交付番号

一級土木施工管理技士 H14.6.1 1234567

監理技術者資格者証 H14.6.1 第12345678号

【記載要領】
１，配置を予定する現場代理人及び主任（監理）技術者について記載する。

【添付資料】
１，配置予定技術者が必要な資格を有することを証明する書面の写し（監理技術者資格者証等）
２，配置予定技術者が自社社員であることを証明する書面の写し（健康保険証等）

主任技術者

現場代理人

２，入札説明書に定める条件により、配置予定技術者と同一の要件を満たす技術者を現場に配置する
こととなるときは、その者についても記載する。

監理技術者 　○○　○○

配置予定技術者名簿

区分 氏名 資格 取得年月日



様式１０

【記載要領】
１．

【添付書類】
１．

２．

契約対象工事箇所と調査対象者の事務所、倉庫等との関係

　分かりやすい地図で、契約対象工事箇所と調査対象者の事務所、倉庫、資材保管場所等と
の位置関係が明確になるように記載する。また、所在地も明らかにする。
　縮尺は問わない。

　契約対象工事箇所と事務所、倉庫等との位置関係が確認できる地図。縮尺は自由とする
が、契約対象工事箇所までの距離及び時間が分かるようにする。

　事務所、倉庫、資材保管場所等の全景写真



様式１１

品名 規格・型式 単位 手持ち数量
本工事での使用

予定量
不足数量の手当

方法 調達先(時期)

【記載要領】

【添付資料】
　手持ち資材の数量及び保管状況が分かる写真（遠景及び近景）

手持ち資材の状況

１，契約対象工事で使用する予定の手持ち資材（工事に直接使用する資材だけではなく、仮設資
材、保安資材、備品、測量・試験機材等契約対象工事で使用を予定している全ての資材（様式１３に
記載した機械を除く。）を対象とする。）の状況について記載する。

２，「調達先（時期）」の欄には、手持ち資材を調達した際の調達先とその時期を記載する。
３，不足数量の手当が必要な場合は、資材購入予定先一覧（様式１２）にもその内容を記載する。



業　者　名 所　在　地
入札者との関係

(取引年数)

１．

２．

１． 　購入予定業者が押印した見積書の写し

　「購入先名」の「入札者との関係」欄には、入札者と購入予定業者との関係を記載する。（例：協力会
社、同族会社、資本提携会社等）また、取引年数も（　）書きで記載する。
　関係を証明する規約、登録書等を添付。

【添付資料】

【記載要領】
　契約対象工事で購入を予定している資材（工事に直接使用する資材だけでなく、仮設資材、保安資
材、備品、機材等契約対象工事で使用を予定している全ての資材を対象とする）及び購入先等につい
て記載する。

様式12

資材購入予定先一覧

工　種
種　別

品　名
規　格

単
位

数
量

購　　　入　　　先　　　名



様式１３

機械名称 規格・型式・能力・年式 単位 数量 メーカー名 現在の利用状況 摘　　要

【記載要領】
１，契約対象工事で使用する予定の手持ち機械（車両等を含む）の状況を記入する。

【添付資料】
１，手持ち機械について、その保有を証明する機械管理台帳等の写し
２，手持ち機械が分かる写真

４，車両等については、当該工事に使用する自社所有の保有を証明する車両等の自動車検査証の写し

５，下請業者に車両等を委託される場合は、その保有を証明する車両等の自動車検査証の写し

手持ち機械の状況

３，手持ち機械の過去１年間の稼働状況など、契約対象工事で適正に使用可能な管理状態であるこ
とを明らかにした書面の写し（特定自主検査記録等）



様式１４

工　　種 職　　種
労務単価

(円)
員　　　数

(人)
下請会社名等

(取引年数)

土工 普通作業員 ○○円 200(100)
同族会社

㈱○○(　　年)

配管工 配管工 ○○円 120(80)
協力会社

㈱○○(　　年)

合計

【記載要領】

労務者の確保計画

１，契約対象工事で配置を予定している全ての労務者の確保計画を記載する。工種別、職種別の人員
を記載する。記載する工種は、積算内訳書に相当する内容とする。

２，自社労務者と下請労務者とを区別し、自社労務者については（ ）内に内書きする。

３，「労務単価」の欄には、経費を除いた労務者に支払われる予定の日額賃金の額を記載する。
４，「員数」の欄には、使用する労務者の延べ人数を記載する。

５，「下請会社名等」の欄には、労務者を使用する下請会社名、入札者と当該下請会社との関係を記載
する。また、取引年数を（　）書きで記載する。　（例）協力会社、同族会社、資本提携会社等



様式１５

一般世話役 特殊作業員 普通作業員 配管工

土工
床堀工・埋戻工
・残土処理 1 2 3 6

【記載要領】

【添付資料】
１，自社労務者の配置を予定している場合は、次の書類を添付する。
①自社労務者の名簿（担当する職種、必要な資格が分かるようにすること）
②自社労務者が自社社員であることを証する書面及び過去３月分の支払い給与実績等が確認でき
る給与明細書又は労働基準法第１０８条の規定に基づく賃金台帳等の写し
③自社社員を資格の保有が必要な職種に充てようとするときは、その者が必要な資格を有しているこ
とを証明する書面

工種別労務者配置計画

工種 種別
配置予定人数

計

１，本様式には、様式1４の計画により確保する労務者の配置に関する職種ごとの計画を記載する。



様式１６

発注者 工　　事　　名 工　期
契約金額

（円）

低入札価格
調査対象の

有無
備考

【記載要領】
１．

２．　「低入札調査対象の有無」欄は、低入札価格調査を受けた場合のみ「有」と記載する。

【添付書類】

過去に施工した公共工事名及び発注者

　過去５年間に元請として完了した公共工事の実績について記載する。
　実績件数が２０件を超える場合は、直近の工事２０件を記載する。

　本様式に記載した公共工事の請負契約書（変更契約を含む契約書１式）、工事成績評定点通知書、施
工体系図の写し



様式１７

建設副産物
数量
(㎥)

受入れ予定箇所 受入れ会社
受入れ価格

(単価)
運搬距離

(km)
備考

コンクリート塊

アスファルト塊

建設発生材

建設発生土

【記載要領】
１，契約対象工事で発生するすべての建設副産物等について記入する。

【添付書類】
１，受け入れ予定会社が押印した受け入れ承諾書
２，受け入れ予定会社が押印した見積書

建設副産物等の搬出地

２，「受入れ価格」の欄には、建設副産物等の受入れ予定会社が受け入れる予定の金額で、当該会社の
取引実績（過去１年以内の受入れ実績に限る。）のある単価の金額等合理的かつ現実的なものを記載す
る。

３，受け入れ予定会社の取引実績（過去1年以内の受け入れ実績に限る。）のある単価など見積書記載
の合理性かつ現実性を確認できる契約書等写し



様式１８

（単位：千円）
月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

実績月 予定 予定 予定 予定 予定 予定 予定 予定 予定 予定

材 料 仕 込
下 請 支 払
労 務 費
経 費
人 件 費
物 件 費
税 金

金融機関
その他（名称）

注：本表には、資金繰の実績が判明している月を実績月に記入し、以降工事完了までの各月の資金繰の予定を記載する。
翌 月 繰 越 金

過 不 足 （ Ａ ＋ Ｂ － Ｃ ）

不
足
調
整
方
法

借
入
金

手 持 手 形 充 当
手 持 手 形 割 引
支 払 延 期
合 計

現
金
支
払

仕
入
・
買
掛
・
未
払
金

支払利息・割引料
預 金 預 入
借 入 金 返 済

合 計 （ Ｃ ）

支 払 手 形 満 期
雑 支 出

（ 手 形 発 行 高 ）

資 金 繰 表
年 月 日

項　　目 摘要

現
金
入
金

当 月 出 来 高
前 月 繰 越 金 （ Ａ ）
工 事 代 金
受 取 手 形 満 期
預 金 解 約 ・ 満 期
受 取 利 息

（ 手 形 受 取 ）
合 計 （ Ｂ ）



様式１９

現金 手形 現金 手形 現金 手形

　　　／　　～　　　／　

　　　／　　～　　　／　

　　　／　　～　　　／　

　　　／　　～　　　／　

　　　／　　～　　　／　

　　　／　　～　　　／　

　　　／　　～　　　／　

　　　／　　～　　　／　

　　　／　　～　　　／　

　　　／　　～　　　／　

　　　／　　～　　　／　

その他 　　　　　　　　　　　　　　　　　　件

注：本表には、契約済み及び支払未完了工事等代金回収が完了していない工事について、工事代金全額を回収するまでの予定を記入する。

合　　　　　　　計

受領予定 受領予定
（当月）　　　　　月 　　　　　　　　　　月 　　　　　　　　　　　月

契約済み及び支払未完了工事一覧表

発注者 工事名 工期 請負金額
出来高率

（％）
現在出来
高金額

受領済額
（含前払
金）

受領予定


